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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　時間と共に周波数が直線的に変化するように周波数変調されたレーダ波を、予め規定さ
れた測定サイクル毎に送信し、物標にて反射された該レーダ波である反射波を受信すると
共に、前記レーダ波の送信信号と前記反射波の受信信号とを混合することでビート信号を
生成する送受信手段と、
　前記送受信手段でビート信号を生成する毎に、該ビート信号に含まれる周波数と各周波
数における強度とを表すパワースペクトルを導出する周波数解析手段と、
　前記周波数解析手段でパワースペクトルが生成される毎に、該パワースペクトルにて周
波数における強度が極大値となる各周波数を表す周波数ピークを、物標である可能性があ
る物標候補として検出し、各物標候補の位置及び速度を導出する物標候補検出手段と、
　前記物標候補検出手段にて１ないし複数回の測定サイクルで検出された物標候補のうち
、停止している物標候補について、基点となる物標候補の位置から、設定された第一基準
距離の範囲内に存在する物標候補を予め規定された方向に沿って順に接続してグループ化
し、そのグループ化した物標候補の位置を接続順に結んだ領域である道路端を少なくとも
含む道路形状を認識する道路形状認識手段と、
　前記物標候補検出手段にて検出された物標候補のうち、移動している物標候補について
、規定回数の測定サイクルに渡って、先の測定サイクルにて検出された物標候補の位置に
基づいて予測した予測位置から、設定された第二基準距離の範囲内に、次の測定サイクル
にて検出された物標候補が存在すれば、該物標候補を移動物体として認識する物体認識手
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段と
　を備え、車両に搭載して用いられるレーダ装置であって、
　前記周波数解析手段で導出されたパワースペクトルにおける予め定められた規定周波数
域での周波数における強度を積分した積分値が、予め定められた基準閾値以上であれば、
自車両が走行する道路環境を表す走行環境が、道路の走行面の上方に存在する空間が覆わ
れた閉空間であるものと推定する走行環境推定手段と、
　前記走行環境推定手段での推定の結果、前記走行環境が閉空間であれば、前記道路形状
認識手段で用いる第一基準距離、及び前記物体認識手段で用いる第二基準距離の少なくと
も一方を、前記走行環境が開放空間である場合に比べて短縮する基準距離補正手段と
を備えることを特徴とするレーダ装置。
【請求項２】
　前記物体認識手段は、
　１回の測定サイクルで認識した複数の移動物体について、基点となる移動物体の位置か
ら、予め規定された方向に沿って設定基準距離の範囲内に存在する移動物体を順に接続し
てグループ化し、そのグループ化した移動物体群を１つの移動物体として認識する移動物
体確定手段を備え、
　前記走行環境推定手段での推定の結果、前記走行環境が閉空間であれば、前記移動物体
確定手段で用いる設定基準距離を、前記走行環境が開放空間である場合に比べて短縮する
距離短縮手段を備えることを特徴とする請求項１に記載のレーダ装置。
【請求項３】
　前記基準距離補正手段は、
　車幅方向に沿った距離を、前記第一基準距離または前記第二基準距離として短縮するこ
とを特徴とする請求項１または請求項２に記載のレーダ装置。
【請求項４】
　前記走行環境推定手段は、
　前記規定周波数域での周波数における強度を、複数回の測定サイクルに渡って積分する
ことで、前記積分値を導出することを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか一項に
記載のレーダ装置。
【請求項５】
　前記走行環境推定手段での推定の結果、前記走行環境が閉空間であれば、前記物体認識
手段で認識した移動物体が虚像であるか否かを判定し、その判定の結果、前記移動物体が
虚像である場合、該移動物体の位置を、前記道路形状認識手段で認識した道路形状に基づ
く道路上へと補正する虚像補正手段
　を備えることを特徴とする請求項１から請求項４のいずれか一項に記載のレーダ装置。
【請求項６】
　前記虚像補正手段は、
　前記移動物体の位置が、前記道路端よりも予め定められた距離以上道路外となる外側で
あれば、該移動物体が虚像であるものと判定し、
　該移動物体の位置を、規定された軸を対称軸として線対称となる位置へと補正すること
を特徴とする請求項５に記載のレーダ装置。
【請求項７】
　前記虚像補正手段は、
　前記道路形状が直線路であれば、前記道路端を対称軸として規定することを特徴とする
請求項６に記載のレーダ装置。
【請求項８】
　前記虚像補正手段は、
　前記道路形状が曲線路であれば、虚像であると認識した移動物体の位置と自車両の位置
とを結ぶ直線と、前記道路端との交点を接点とした道路端の接線を、前記対称軸として規
定することを特徴とする請求項６または請求項７に記載のレーダ装置。
【請求項９】
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　前記虚像補正手段は、
　前記移動物体が、前記道路形状認識手段で認識した道路端上に重なって存在する場合、
前記移動物体を虚像であるものと判定し、
　該移動物体の位置を、前記道路端に基づく車線上へと補正することを特徴とする請求項
５から請求項８のいずれか一項に記載のレーダ装置。
【請求項１０】
　前記走行環境推定手段は、
　トンネル、覆道、及びアンダーパスのうち、少なくとも１つを前記閉空間とすることを
特徴とする請求項１から請求項９のいずれか一項に記載のレーダ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーダ波の送受信信号を混合してなるビート信号を信号処理して、レーダ波
を反射した物標について検出するレーダ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両に搭載して用いられるレーダ装置が知られている。この種のレーダ装置では
、時間軸に沿って三角波状に周波数変調したレーダ波を、予め規定された測定サイクル毎
に送信して、該レーダ波が物標にて反射した反射波を受信する。そして、レーダ波の送信
信号と反射波の受信信号とを混合して生成したビート信号を周波数解析することで導出し
たパワースペクトルにおいて、周波数における強度（即ち、パワー）が判定閾値を超えて
極大となる周波数ピークを物標候補として検出する。その物標候補が、１ないし複数回の
測定サイクルに渡って継続して検出され、かつ予め規定された規定条件を満たせば、該物
標候補を物標（先行車両や路側物）として認識している。
【０００３】
　ところで、このようなレーダ装置を搭載した自車両がトンネル内のような閉空間を走行
する場合、該レーダ装置では、物標が反射した反射波を直接受信することに加えて、物標
にて反射された後、更にトンネル壁面やトンネル天井面、トンネル内の設置物（例えば、
ジェットファン）にて反射した反射波を受信する。
【０００４】
　このとき、レーダ装置では、後者の反射波に基づく周波数ピークを、実際には存在しな
い物標（いわゆる虚像（ゴースト））であるにも拘わらず、物標候補として検出してしま
うという問題があった。
【０００５】
　この問題を解決するために、自車両が走行する道路環境がトンネル内であれば、判定閾
値を変更するレーダ装置が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
　ただし、特許文献１に記載されたレーダ装置では、自車両が走行する道路環境がトンネ
ル内であるか否かの判定を、自車両に設けられた照度センサからの照度値に基づいて行っ
ており、その照度値が予め規定された規定閾値未満であればトンネル内であるものと判定
している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－５１７７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　このため、例えば、夜間のように常時照度が低い道路環境下を自車両が走行する場合、
照度センサからの照度値が常時規定閾値未満となる。この結果、特許文献１に記載のレー
ダ装置では、自車両がトンネル外の開放空間を走行しているにも拘わらず、トンネル内を
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走行しているものと誤判定してしまい、パワースペクトルにおける周波数ピークが物標候
補であるか否か、ひいては、物標の認識精度が低下するという問題があった。
【０００８】
　つまり、特許文献１に記載のレーダ装置では、自車両の走行環境が閉空間であるか否か
をレーダ装置単体で精度良く判定できない上に、照度値が低い道路環境下では、物標の認
識精度が低下するという問題があった。
【０００９】
　そこで、本発明は、レーダ装置において、自車両の走行環境が閉空間であるか否かを、
当該レーダ装置単体で精度良く判定すると共に、物標の認識精度が低下することを防止す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するためになされた本発明は、車両に搭載して用いられるレーダ装置に
関する。
　本発明のレーダ装置では、送受信手段が、時間と共に周波数が直線的に変化するように
周波数変調されたレーダ波を、予め規定された測定サイクル毎に送信し、物標にて反射さ
れた該レーダ波である反射波を受信すると共に、レーダ波の送信信号と反射波の受信信号
とを混合することでビート信号を生成する。そのビート信号が生成される毎に、周波数解
析手段が、該ビート信号に含まれる周波数と各周波数における強度とを表すパワースペク
トルを導出し、そのパワースペクトルが生成される毎に、物標候補検出手段が、該パワー
スペクトルにて周波数における強度が極大値となる各周波数を表す周波数ピークを、物標
である可能性がある物標候補として検出し、各物標候補の位置及び速度を導出する。
【００１１】
　そして、道路形状認識手段が、物標候補検出手段にて１ないし複数回の測定サイクルで
検出された物標候補のうち、停止している物標候補について、基点となる物標候補の位置
から、設定された第一基準距離の範囲内に存在する物標候補を予め規定された方向に沿っ
て順に接続してグループ化し、そのグループ化した物標候補の位置を接続順に結んだ領域
である道路端を少なくとも含む道路形状を認識する。さらに、物体認識手段が、物標候補
検出手段にて検出された物標候補のうち、移動している物標候補について、規定回数の測
定サイクルに渡って、先の測定サイクルにて検出された物標候補の位置に基づいて予測し
た予測位置から、設定された第二基準距離の範囲内に、次の測定サイクルにて検出された
物標候補が存在すれば、該物標候補を移動物体として認識する。
【００１２】
　これと共に、本発明のレーダ装置では、走行環境推定手段が、周波数解析手段で導出さ
れたパワースペクトルにおける予め定められた規定周波数域での周波数における強度を積
分した積分値が、予め定められた基準閾値以上であれば、自車両が走行する道路環境を表
す走行環境が、道路の走行面の上方に存在する空間が覆われた閉空間であるものと推定し
、その推定の結果、走行環境が閉空間であれば、基準距離補正手段が、道路形状認識手段
で用いる第一基準距離、及び物体認識手段で用いる第二基準距離の少なくとも一方を、走
行環境が開放空間である場合に比べて短縮する。
【００１３】
　本発明の発明者らは、図１１に示すように、ビート信号を周波数解析することで生成し
たパワースペクトルのフロアレベル（即ち、周波数における強度）は、トンネル内のよう
な閉空間を走行中には、トンネル外などの開放空間を走行中に比べて上昇するという知見
を得た。このようにパワースペクトルのフロアレベルが上昇する理由は、物標やトンネル
内に設置された物体（照明、反射板、ジェットファンなど）にて反射した反射波を直接受
信することに加えて、トンネル壁面やトンネル天井面にて複数回反射した反射波を受信す
るためである。
【００１４】
　特に、複数回反射した反射波は、物標からレーダ装置で受信されるまでの経路が長くな
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ることから、図１１に示すように、ビート信号における高周波数域のフロアレベルを上昇
させることになる。このため、本発明における規定周波数域として、閉空間を走行中に生
成したパワースペクトルと、開放空間を走行中に生成したパワースペクトルとのフロアレ
ベルの差が顕著に表れる周波数帯域が設定される。この周波数帯域とは、例えば、図１１
に示すように、ビート信号における高周波数域（例えば、当該レーダ装置から離れた位置
に対応する周波数帯）であることが好ましい。
【００１５】
　本発明のレーダ装置は、このような知見に基づいてなされたものであって、積分値が基
準閾値以上であれば、走行環境が閉空間であるものと推定する。これにより、本発明のレ
ーダ装置によれば、自車両の走行環境が閉空間であるか否かを、該レーダ装置単体で精度
良く判定することができる。
【００１６】
　さらに、本発明のレーダ装置では、自車両の走行環境が閉空間であれば、第一基準距離
または第二基準距離を短縮する。これにより、本発明のレーダ装置によれば、複数回反射
した反射波に基づき物標候補として検出された虚像（即ち、実際には存在しないにも拘わ
らず、物標候補として検出されるゴースト）が、道路形状認識手段にて認識される道路端
や物体認識手段にて認識される移動物体に含まれることを防止できる。すなわち、本発明
のレーダ装置によれば、閉空間を走行中において、道路端や移動物体の認識精度が低下す
ることを防止できる。
【００１７】
　また、本発明のレーダ装置では、自車両が走行する道路の照度値に拘わらず、自車両の
走行環境が閉空間でなければ、第一基準距離及び第二基準距離を維持している。このため
、例えば、夜間の開放空間のように、低照度値かつ閉空間ではない道路環境下を走行中で
あっても、道路端や移動物体の認識精度を、高照度値かつ開放空間である道路環境下を走
行中と同レベルに維持することができる。
【００１８】
　つまり、本発明のレーダ装置によれば、自車両の走行環境が閉空間であるか否かをレー
ダ装置単体で精度良く判定できると共に、照度が低い道路環境下における物標の認識精度
が低下することを防止できる。
【００１９】
　なお、本発明における基準閾値は、開放空間を走行中に導出されるパワースペクトルの
規定周波数域での積分値よりも大きな値であり、例えば、予め実験などで求めた、開放空
間を走行中におけるパワースペクトルの規定周波数域での平均の積分値に、所定の値を加
えたもの（ただし、閉空間を走行中におけるパワースペクトルの規定周波数域での積分値
以下となることが好ましい。）でも良い。さらに、本発明において、物体候補検出手段が
導出する物標候補の速度は、レーダ装置（即ち、レーダ装置を搭載した自車両）と物標候
補との間の相対速度でも良いし、物標候補の速度そのものでも良い。
【００２０】
　ところで、自車両の前方を走行する先行車両の中に、トラックのような大型車両が存在
する場合、該大型車両の後方部で反射され、かつレーダ装置で直接受信する反射波は、複
数となることがある。この場合、これらの複数の反射波それぞれに基づいて認識される個
々の移動物体は、本来、１つの移動物体として検出されることが望ましい。
【００２１】
　そこで、本発明のレーダ装置における物体認識手段では、移動物体確定手段が、１回の
測定サイクルで認識した複数の移動物体について、基点となる移動物体の位置から、予め
規定された方向に沿って設定距離の範囲内に存在する移動物体を順に接続してグループ化
し、そのグループ化した移動物体群を１つの移動物体として認識しても良い。
【００２２】
　この場合、本発明のレーダ装置では、走行環境推定手段での推定の結果、走行環境が閉
空間であれば、距離短縮手段が、移動物体確定手段で用いる設定距離を、走行環境が開放
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空間である場合に比べて短縮しても良い（請求項２）。
【００２３】
　このような本発明のレーダ装置によれば、走行環境が閉空間であるときに、移動物体（
実像）の周辺に検出された虚像を、誤って接続してグループ化することを防止できる。
　通常、先行車両等の実像に対する虚像は、実像から車幅方向にシフトした位置に検出さ
れることが多い。
【００２４】
　このため、本発明における基準距離補正手段は、車幅方向に沿った距離を、第一基準距
離または第二基準距離として短縮しても良い（請求項３）。
　このような本発明のレーダ装置によれば、道路形状認識手段にて認識される道路端や、
物体認識手段にて認識される移動物体に、虚像が含まれることをより確実に低減できる。
【００２５】
　本発明において、走行環境推定手段は、規定周波数域での周波数における強度を、複数
回の測定サイクルに渡って積分することで、積分値を導出するようになされていても良い
（請求項４）。
【００２６】
　このような本発明のレーダ装置によれば、周波数方向に加えて時間方向に沿って周波数
における強度を積分することで積分値を導出するため、自車両の走行環境が閉空間である
か否かをより正確に推定することができる。
【００２７】
　さらに、本発明のレーダ装置では、走行環境推定手段での推定の結果、走行環境が閉空
間であれば、虚像補正手段が、物体認識手段で認識した移動物体が虚像であるか否かを判
定し、その判定の結果、移動物体が虚像である場合、該移動物体の位置を、道路形状認識
手段で認識した道路形状に基づく道路上へと補正しても良い（請求項５）。
【００２８】
　このような本発明のレーダ装置によれば、認識された移動物体が虚像であったとしても
、その移動物体の位置を、移動物体が本来存在すると考えられる位置へと補正することが
できる。この結果、本発明のレーダ装置によれば、移動物体の位置を、より正確に認識す
ることができる。
【００２９】
　よって、レーダ装置にて認識した移動物体に関する情報を用いて、車両の制御（例えば
、プリクラッシュセーフティ制御や、オートクルーズ制御）を実行する場合には、自車両
がより安全に走行するように、それらの制御を実行することができる。
【００３０】
　特に、本発明における虚像補正手段は、移動物体の位置が、道路端よりも予め定められ
た距離以上道路外となる外側であれば、該移動物体が虚像であるものと判定し、該移動物
体の位置を、規定された軸を対称軸として線対称となる位置へと補正しても良い（請求項
６）。
【００３１】
　このような本発明のレーダ装置によれば、移動物体が虚像であるか否か、特に、実像で
ある移動物体からの反射波が、トンネル壁やトンネル天井面にて更に反射した後に受信す
ることで出現する、いわゆる、ミラーゴーストを容易に判定することができる。
【００３２】
　そして、本発明において、虚像である移動物体を補正する際の対称軸として、道路形状
が直線路であれば、道路端が規定されても良いし（請求項７）、道路形状が曲線路であれ
ば、虚像であると認識した移動物体の位置と自車両の位置とを結ぶ直線と、道路端との交
点を接点とした道路端の接線を規定しても良い（請求項８）。
【００３３】
　これらのように対称軸を規定することで、本発明のレーダ装置によれば、道路形状が直
線路であっても、曲線路であっても、移動物体の位置を補正することができる。
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　また、本発明における虚像補正手段は、移動物体が、道路形状認識手段で認識した道路
端上に重なって存在する場合、移動物体を虚像であるものと判定し、該移動物体の位置を
、道路端に基づく車線上へと補正しても良い（請求項９）。
【００３４】
　このような本発明のレーダ装置によれば、道路端（例えば、トンネル壁）に重なる位置
に存在する移動物体が虚像であることを、容易に判定することができる。これにより、レ
ーダ装置にて認識される移動物体の挙動を、実像の挙動へと修正することができる。
【００３５】
　なお、トンネル、覆道、及びアンダーパスといった道路環境を走行中には、ビート信号
を周波数解析することで生成されたパワースペクトルのフロアレベルが上昇するという、
閉空間の特徴が現れる。
【００３６】
　このため、本発明における走行環境推定手段は、トンネル、覆道、及びアンダーパスの
うち、少なくとも１つを閉空間としても良い（請求項１０）。
　ただし、ここでいう覆道とは、いわゆる、スノーシェッドや、ロックシェッドなどの道
路の走行面の上方に存在する空間を覆う構造物が設けられた道路である。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】走行支援制御システムの概略構成を示すブロック図である。
【図２】レーダ装置が実行するメイン処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図３】走行環境判定処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図４】走行環境判定処理において導出するパワー積分値について説明する説明図である
。
【図５】道路形状認識処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図６】履歴追尾処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図７】物体認識処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図８】ゴースト修正の処理内容について説明する説明図である。
【図９】ゴースト修正の処理内容について説明する説明図である。
【図１０】ゴースト修正の処理内容について説明する説明図である。
【図１１】本発明において、走行環境が閉空間であるか否かを判定する原理を説明する説
明図である。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　以下に本発明の実施形態を図面と共に説明する。
〈走行支援制御システムについて〉
　図１は、本発明が適用されたレーダセンサを用いて構成され、自動車に搭載して用いら
れる走行支援制御システムの概略構成を示すブロック図である。
【００３９】
　走行支援制御システム１は、レーダ波を送受信することで、自車両の周辺に存在する物
標を検出し、該物標に関する情報（以下、物標情報とする）を生成するレーダセンサ３０
と、そのレーダセンサ３０にて生成された物標情報に基づいて自車両を制御する走行支援
電子制御装置（以下、走行支援ＥＣＵとする）１０とを備えている。なお、本実施形態の
物標情報は、検出した物標の位置と、自車両と物標との間の相対速度とを少なくとも含む
ものである。
【００４０】
　この走行支援ＥＣＵ１０は、少なくともＲＯＭ、ＲＡＭ、ＣＰＵを備えた周知のマイク
ロコンピュータを中心に構成され、少なくともＬＡＮ通信バスを介して通信を行うための
バスコントローラを備えている。
【００４１】
　また、走行支援ＥＣＵ１０には、図示しない警報ブザー、モニター、クルーズコントロ
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ールスイッチ、目標車間設定スイッチ等が接続されている他、ＬＡＮ通信バスを介して、
ブレーキ電子制御装置（ブレーキＥＣＵ）や、エンジン電子制御装置（エンジンＥＣＵ）
、シートベルト電子制御装置（シートベルトＥＣＵ）等が接続されている。なお、本実施
形態では、ＬＡＮ通信バスを介して行うＥＣＵ間のデータ通信は、車載ネットワークで一
般的に行われているＣＡＮ（Ｒｏｂｅｒｔ　Ｂｏｓｃｈ社が提案した「Ｃｏｎｔｒｏｌｌ
ｅｒ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ」）プロトコルを用いている。
【００４２】
　つまり、走行支援ＥＣＵ１０は、レーダセンサ３０からの物標情報に基づいて、自車両
の走行を支援する走行支援制御を実行するように構成されている。本実施形態における走
行支援制御として、例えば、先行車両と自車両との車間距離を予め設定された距離に保持
するアダプティブクルーズ制御や、自車両と先行車両との車間距離が予め設定された距離
以下となると、警告を出力したり、シートベルトを巻き上げたりするプリクラッシュセー
フティ制御がある。
〈レーダセンサの構成について〉
　次に、レーダセンサ３０は、ＦＭＣＷ方式のいわゆるミリ波レーダ装置として構成され
たものであり、時間に対して周波数が直線的に増加する上り区間、及び周波数が直線的に
減少する下り区間を有するように周波数変調されたミリ波帯の高周波信号を生成する発振
器３１と、発振器３１が生成する高周波信号を増幅する増幅器３２と、増幅器３２の出力
を送信信号Ｓｓとローカル信号Ｌとに電力分配する分配器３４と、送信信号Ｓｓに応じた
レーダ波を放射する送信アンテナ３６と、レーダ波を受信するｎ個の受信アンテナからな
る受信側アンテナ部４０とを備えている。なお、受信側アンテナ部４０を構成する受信ア
ンテナには、それぞれ、チャンネルＣｈ１～ＣＨｎが割り当てられている。
【００４３】
　また、レーダセンサ３０は、受信側アンテナ部４０を構成する受信アンテナのいずれか
を順次選択し、選択された受信アンテナからの受信信号Ｓｒを後段に供給する受信スイッ
チ４１と、受信スイッチ４１から供給される受信信号Ｓｒを増幅する増幅器４２と、増幅
器４２にて増幅された受信信号Ｓｒにローカル信号Ｌを混合して、送信信号Ｓｓと受信信
号Ｓｒとの周波数の差を表すビート信号ＢＴを生成するミキサ４３と、ミキサ４３が生成
したビート信号ＢＴから不要な信号成分を除去するフィルタ４４と、フィルタ４４の出力
をサンプリングしデジタルデータに変換するＡ／Ｄ変換器４５と、ビート信号ＢＴのサン
プリングデータを用いて、レーダ波を反射した物標を検出すると共に、その物標について
の物標情報を生成するメイン処理を実行する信号処理部４６とを備えている。
【００４４】
　この信号処理部４６は、少なくとも、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＣＰＵを備えた周知のマイクロ
コンピュータを中心に構成され、さらに、Ａ／Ｄ変換器４５を介して取り込んだデータに
対して、高速フーリエ変換（ＦＦＴ）処理等を実行するための演算処理装置（例えば、Ｄ
ＳＰ）を備えている。
【００４５】
　つまり、このように構成されたレーダセンサ３０では、信号処理部４６からの指令に従
って発振器３１が振動すると、その発振器３１で生成され、増幅器３２で増幅した高周波
信号を、分配器３４が電力分配することにより、送信信号Ｓｓ及びローカル信号Ｌを生成
し、このうち送信信号Ｓｓを送信アンテナ３６を介してレーダ波として送信する。
【００４６】
　そして、送信アンテナ３６から送出されて物標に反射されたレーダ波（即ち、反射波）
は、受信側アンテナ部４０を構成する全ての受信アンテナにて受信され、受信スイッチ４
１によって選択されている受信チャンネルＣＨｉ（ｉ＝１～ｎ）の受信信号Ｓｒのみが増
幅器３２で増幅された後、ミキサ４３に供給される。すると、ミキサ４３では、この受信
信号Ｓｒに分配器３４からのローカル信号Ｌを混合することによりビート信号ＢＴを生成
する。そして、このビート信号ＢＴは、フィルタ４４にて不要な信号成分が除去された後
、Ａ／Ｄ変換器４５にてサンプリングされ、信号処理部４６に取り込まれる。
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【００４７】
　なお、受信スイッチ４１は、レーダ波の一変調周期の間に、全てのチャンネルＣＨ１か
らＣＨｎが所定回（例えば、５１２回）ずつ選択されるよう切り替えられ、また、Ａ／Ｄ
変換器４５は、この切り替えタイミングに同期してサンプリングを実行する。つまり、レ
ーダ波の一変調周期の間に、各チャンネルＣＨ１～ＣＨｎ毎かつレーダ波の上り、及び下
り区間毎にサンプリングデータが蓄積されることになる。
〈メイン処理の処理内容について〉
　次に、レーダセンサ３０にて実行されるメイン処理について説明する。
【００４８】
　このメイン処理は、予め規定された規定時間間隔（即ち、測定サイクル）毎に起動され
るものであり、起動されると、図２に示すように、まず、発振器３１を起動してレーダ波
の送信を開始する（Ｓ１１０）。続いて、Ａ／Ｄ変換器４５を介してビート信号ＢＴのサ
ンプリング値を取得し（Ｓ１２０）、必要なだけサンプリング値を取得すると、発振器３
１を停止することにより、レーダ波の送信を停止する（Ｓ１３０）。
【００４９】
　次に、Ｓ１３０にて取得したサンプリング値について周波数解析（本実施形態では、Ｆ
ＦＴ処理）を実行し、受信チャンネルＣＨ１～ＣＨｎ毎かつ上り／下り区間毎にビート信
号ＢＴのパワースペクトルを求める（Ｓ１４０）。このパワースペクトルは、ビート信号
ＢＴに含まれる周波数と、その周波数における強度とを表したものである。
【００５０】
　続いて、上り区間、及び下り区間のそれぞれについて、パワースペクトル上に存在する
各周波数ピークを検出する（Ｓ１５０）。具体的には、受信チャンネルＣＨ毎に求められ
たパワースペクトルを、全ての受信チャンネルで相加平均した平均スペクトルを導出し、
その平均スペクトルの中で、予め設定された設定閾値を超える周波数における強度のピー
ク点に対応する（即ち、周波数における強度が極大値となる）周波数を周波数ピークとし
て検出する。
【００５１】
　そして、Ｓ１４０で求めたパワースペクトルに基づき、物標である可能性がある物標候
補が存在する方位を推定する方位解析を実行する（Ｓ１６０）。本実施形態における方位
解析としては、半値角の狭いアンテナのヌル点を利用し、パワースペクトルから、ＭＵＳ
ＩＣスペクトルを求める周知のＭＵＳＩＣ法を用いる。このＭＵＳＩＣ法によれば、ＭＵ
ＳＩＣスペクトルのピーク点が、物標候補が存在する方位を表す指標となる。
【００５２】
　さらに、上り区間のビート信号ＢＴから求められた周波数ピークと、下り区間のビート
信号ＢＴから求められた周波数ピークとを、同一物標にてレーダ波を反射したとみなせる
もの同士でマッチングして登録するペアマッチングを実行する（Ｓ１７０）。具体的には
、上り区間の周波数ピークと下り区間の周波数ピークとの電力差、及び角度差が予め規定
された許容範囲内であるか否かを判定し、その判定の結果、電力差及び角度差が共に、許
容範囲内であれば、両周波数ピークをマッチングして、そのマッチングした周波数ピーク
のペアを登録する。この登録された周波数ピークのペアは、それぞれ、物標候補に対応す
る。
【００５３】
　なお、本実施形態のペアマッチング（Ｓ１７０）では、登録された周波数ピークのペア
に対して、ＦＭＣＷ方式のレーダ装置における周知の手法により、レーダセンサ３０から
物標候補までの距離、物標候補と自車両との相対速度を導出する。本実施形態では、この
とき、物標候補と自車両との相対速度、及び自車両の車速に基づいて、各物標候補の速度
を導出すると共に、その物標候補が、停止物であるか移動物であるかを判定する。そして
、導出された距離及び相対速度（速度）に、物標候補が存在する方位を加えた情報を、物
標情報として生成する。
【００５４】
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　さらに、詳しくは後述する、走行環境判定処理（Ｓ１８０）、道路形状認識処理（Ｓ１
９０）、履歴追尾処理（Ｓ２００）、物体認識処理（Ｓ２１０）を実行する。そして、外
挿補間（Ｓ２２０）、ゴースト修正（Ｓ２３０）を実行した後、選択された物体に関する
物標情報を走行支援ＥＣＵ１０に出力する（Ｓ２４０）。
〈走行環境判定処理の処理内容について〉
　次に、メイン処理のＳ１８０にて実行される走行環境判定処理について、図３に示すフ
ローチャートを用いて説明する。
【００５５】
　この走行環境判定処理は、起動されると、まず、図４に示す平均スペクトル（パワース
ペクトル）において、予め規定された規定周波数域での周波数における強度を積分した積
分値（以下、パワー積分値とする）を導出する（Ｓ３１０）。なお、本実施形態における
規定周波数域は、道路の走行面の上方に存在する空間が覆われた閉空間を走行中に生成し
たパワースペクトルと、道路の走行面の上方に存在する空間が覆われていない開放空間を
走行中に生成したパワースペクトルとのフロアレベルの差が顕著に表れるビート信号ＢＴ
における高周波帯域（図１１参照）として規定されている。本実施形態において、閉空間
とは、例えば、トンネル内や、覆道（スノーシェッドや、ロックシェッド）、アンダーパ
スといった道路環境である。
【００５６】
　続いて、その導出したパワー積分値が、予め定められた基準閾値よりも大きいか否かを
判定する（Ｓ３２０）。なお、本実施形態において、基準閾値とは、開放空間を走行中に
導出されるパワー積分値よりも大きな値であり、例えば、予め実験などで求めた、開放空
間を走行中におけるパワー積分値に、所定の値を加えたもの（ただし、閉空間を走行中に
おけるパワー積分値以下）である。
【００５７】
　Ｓ３２０での判定の結果、パワー積分値が基準閾値以下であれば（Ｓ３２０：ＮＯ）、
詳しくは後述するＳ３７０へと進む。一方、パワー積分値が基準閾値よりも大きければ（
Ｓ３２０：ＹＥＳ）、閉空間カウンタのカウント値ＣＮＴＩＰが、カウント値の上限とし
て設定された上限値ＣＮＴＩＰMAX未満であるか否かを判定する（Ｓ３３０）。
【００５８】
　そのＳ３３０での判定の結果、カウント値ＣＮＴＩＰが上限値ＣＮＴＩＰMAX未満であ
れば（Ｓ３３０：ＹＥＳ）、カウント値ＣＮＴＩＰをインクリメントする（Ｓ３４０）。
さらに、カウント値ＣＮＴＩＰが、予め設定された閾値ＴＨCA（ただし、閾値ＴＨCA≦上
限値ＣＮＴＩＰMAX）よりも大きいか否かを判定する（Ｓ３５０）。
【００５９】
　そのＳ３５０での判定の結果、カウント値ＣＮＴＩＰが閾値ＴＨCAよりも大きければ（
Ｓ３５０：ＹＥＳ）、自車両が走行している道路環境を表す走行環境が閉空間となってか
らの経過時間が、予め規定された規定時間を超えたものと判断して、走行環境が閉空間で
あることを表す閉空間フラグをセットする（Ｓ３６０）。そして、その後、本走行環境判
定処理を終了して、メイン処理のＳ１９０へと進む。
【００６０】

 一方、Ｓ３５０での判定の結果、カウント値ＣＮＴＩＰが閾値ＴＨCA以下であれば（Ｓ
３５０：ＮＯ）、走行環境が閉空間となってからの経過時間が規定時間以下であるもの判
断して、閉空間フラグをセットすることなく、走行環境判定処理を終了してメイン処理の
Ｓ１９０へと進む。なお、Ｓ３３０での判定の結果、カウント値ＣＮＴＩＰが上限値ＣＮ
ＴＩＰMAX以上であれば（Ｓ３３０：ＮＯ）、閉空間フラグがセットされた状態を維持し
たまま、本走行環境判定処理を終了して、メイン処理のＳ１９０へと進む。
【００６１】
　次に、Ｓ３２０での判定の結果、パワー積分値が基準閾値以下である場合に進むＳ３７
０では、カウント値ＣＮＴＩＰが「０」よりも大きいか否かを判定する。その判定の結果
、カウント値ＣＮＴＩＰが「０」よりも大きければ（Ｓ３７０：ＹＥＳ）、カウント値Ｃ
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ＮＴＩＰをデクリメントする（Ｓ３８０）。ただし、本実施形態において、カウント値Ｃ
ＮＴＩＰの最小値は「０」である。
【００６２】
　続いて、カウント値ＣＮＴＩＰが「０」であるか否かを判定する（Ｓ３９０）。その判
定の結果、カウント値ＣＮＴＩＰが「０」であれば（Ｓ３９０：ＹＥＳ）、走行環境が開
放空間となってからの経過時間が、所定時間以上であるものと判断して、閉空間フラグを
解除する（Ｓ４００）。その後、本走行環境判定処理を終了して、メイン処理のＳ１９０
へと進む。
【００６３】
　一方、Ｓ３９０での判定の結果、カウント値ＣＮＴＩＰが「０」でなければ（Ｓ３９０
：ＮＯ）、走行環境が開放空間となってからの経過時間が、所定時間未満であるものと判
断して、閉空間フラグがセットされた状態を維持したまま、本走行環境判定処理を終了し
、メイン処理のＳ１９０へと進む。なお、Ｓ３７０での判定の結果、カウント値ＣＮＴＩ
Ｐが「０」以下であれば（Ｓ３７０：ＮＯ）、走行環境が開放空間で継続しているものと
判断して、閉空間フラグを解除した状態に維持したまま、本走行環境判定処理を終了し、
メイン処理のＳ１９０へと進む。
【００６４】
　つまり、走行環境判定処理では、Ｓ１４０にて求めたパワースペクトルに基づくパワー
積分値が、規定時間以上継続して基準閾値以上であれば、走行環境が閉空間であるものと
して判定して、閉空間フラグをセットする。一方、パワー積分値が所定時間以上継続して
基準閾値未満であれば、走行環境が開放空間であるものと判定し、閉空間フラグを解除す
る。
〈道路形状認識処理の処理内容について〉
　次に、メイン処理のＳ１９０にて実行される道路形状認識処理は、起動されると、図５
に示すように、まず、前回の測定サイクル、及び今回の測定サイクルで登録した周波数ピ
ークのペアの中で、停止物であること表す周波数ピークのペア（以下、停止物ペアとする
）を、予め用意された物標配置マップにセットする（Ｓ５１０）。この物標配置マップは
、自車両の進行方向と、自車両からの横位置とを軸として、それらの軸が直交する平面状
のマップであり、物標候補が位置する方位と、自車両から物標候補までの距離に応じて、
各物標候補をマッピングするものである。
【００６５】
　続いて、メイン処理を前回実行した際に（即ち、前回の測定サイクルにおける道路形状
認識処理で）認識した道路形状に基づき、物標配置マップにセットされた停止物ペアのう
ち、道路の走行路面上に存在する停止物ペアを除去する（Ｓ５２０）。
【００６６】
　そして、先の走行環境判定処理で判定した走行環境が、閉空間であるか否かを判定する
（Ｓ５３０）。その判定の結果、走行環境が閉空間でなければ、即ち、開放空間であれば
（Ｓ５３０：ＮＯ）、本発明の第一基準距離に相当する接続基準距離を、予め規定された
開放空間距離に設定する（Ｓ５４０）。一方、走行環境が閉空間であれば（Ｓ５３０：Ｙ
ＥＳ）、接続基準距離を、開放空間距離よりも短い距離である閉空間距離に設定する（Ｓ
５５０）。
【００６７】
　具体的に、本実施形態のＳ５３０では、閉空間フラグがセットされていれば、走行環境
が閉空間であるものと判定し、閉空間フラグがセットされていなければ、走行環境が開放
空間であるものと判定する。
【００６８】
　続いて、物標配置マップにおいて、自車両の右側にて、自車両に最も近い位置に存在す
る停止物ペアを基点として（以下、基点とする停止物ペアを基準停止物ペアとする）、停
止物ペアを順次接続して、停止物群Ｒを生成する。（Ｓ５６０）。このＳ５６０では、基
準停止物ペアから、自車両の進行方向を基準軸とした反時計回りの方向に沿って、設定さ
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れた接続基準距離の範囲内に最初に存在する停止物ペアを接続する。さらに、その接続し
た停止物ペアを基準停止物ペアとして、自車両の進行方向を基準軸とした反時計回りの方
向に沿って接続基準距離の範囲内に最初に存在する停止物ペアを接続することを繰り返し
て、停止物ペア群をグループ化する。
【００６９】
　さらに、物標配置マップにおいて、自車両の左側にて、自車両に最も近い位置に存在す
る停止物ペアを基準停止物ペアとして、停止物ペアを順次接続して、停止物群Ｌを生成す
る。（Ｓ５７０）。このＳ５７０にて停止物群Ｌを生成する方法は、基準軸から接続基準
距離の範囲内に存在する停止物ペアを探索する方向が、時計回りであるという点を除けば
、Ｓ５６０における停止物群Ｒを生成する方法と同様であるため、ここでの詳しい説明は
省略する。なお、停止物群Ｒとは、Ｓ５６０においてグループ化された停止物ペア群であ
り、停止物群Ｌとは、Ｓ５６０においてグループ化された停止物ペア群である。
【００７０】
　そして、Ｓ５６０にて生成した停止物群Ｒ、及びＳ５７０にて生成した停止物群Ｌそれ
ぞれを、自車両が走行している道路の右端、左端として確定する（Ｓ５８０）。以下、右
端、左端をまとめて、道路端と称す。
【００７１】
　さらに、道路端に対応する停止物群Ｌ，Ｒによって形成される領域、即ち、停止物群Ｌ
，Ｒを構成する停止物ペアの位置を接続順に結んだ領域を、予め用意されたテーブルであ
る道路端テーブルにセットする（Ｓ５９０）。続いて、物標配置マップにセットされてい
る停止物ペアの中で、道路端に対応する停止物ペア以外の停止物ペア（図５中、異常ペア
）を除去する（Ｓ６００）。
【００７２】
　その後、メイン処理のＳ２００へと進む。
　つまり、本実施形態の道路形状認識処理では、Ｓ１７０にて生成した物標情報に基づい
て、基準停止物ペアから、自車両の進行方向を基準軸として規定された方向に沿って、設
定された接続基準距離の範囲内に最初に存在する停止物ペアを順次接続する。そして、こ
のように接続することでグループ化された停止物群によって形成される領域を道路端（即
ち、道路形状）として認識する。ただし、本実施形態の道路形状認識処理では、停止物ペ
アを接続する際に用いられる接続基準距離は、走行環境が開放空間であれば、開放空間距
離に設定され、走行環境が閉空間であれば、開放空間距離よりも短い閉空間距離に設定さ
れる。
〈履歴追尾処理の処理内容について〉
　次に、メイン処理のＳ２００にて実行される履歴追尾処理は、起動されると、図６に示
すように、まず、走行環境が閉空間であるか否かを判定する（Ｓ７１０）。
【００７３】
　そのＳ７１０での判定の結果、走行環境が閉空間でなければ、即ち、開放空間であれば
（Ｓ７１０：ＮＯ）、本発明の第二基準距離に相当する追尾基準距離ＤＲ、及び本発明の
設定基準距離に相当するセグメント距離ＤＲＳを、予め規定された開放距離に設定する（
Ｓ７２０）。一方、走行環境が閉空間であれば（Ｓ７１０：ＹＥＳ）、追尾基準距離ＤＲ
及びセグメント距離ＤＲＳを、開放距離よりも短い距離である閉塞距離に設定する（Ｓ７
３０）。なお、Ｓ７２０やＳ７３０にて追尾基準距離ＤＲ及びセグメント距離ＤＲＳとし
て設定される開放距離または閉塞距離は、同一名称の閉塞距離や開放距離であっても、追
尾基準距離ＤＲ及びセグメント距離ＤＲＳに対して互いに異なる距離が設定されても良い
。
【００７４】
　そして、前回の測定サイクルで登録された周波数ピークのペア（以下、前サイクルペア
とする）と、今回の測定サイクルで登録された周波数ピークのペア（以下、今サイクルペ
アとする）との組み合わせを設定する（Ｓ７４０）。その組み合わせた周波数ピークのペ
ア（以下、組合せペアと称す）のいずれか１つを取り出す（Ｓ７５０）。
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【００７５】
　続いて、Ｓ７５０で取り出した組合せペアのうち、前サイクルペアの物標情報に基づい
て予測され、その前サイクルペアに対応する今サイクルペアが存在する位置（以下、予測
位置とする）、及び今サイクルペアの速度（以下、予測速度とする）を導出する（Ｓ７６
０）。この予測位置及び予測速度の導出は、周知の処理であるため、ここでの詳しい説明
は省略するが、例えば、カルマンフィルタなどを用いて、時系列に沿った周波数ピークの
ペア（即ち、物標候補）の挙動を予測し、その予測した結果を、予測位置及び予測速度と
することが考えられる。
【００７６】
　そして、Ｓ７６０で導出した予測位置及び予測速度と、今サイクルペアから導出された
位置及び速度とに基づいて、両者の位置差分、及び速度差分を導出する（Ｓ７７０）。す
なわち、位置差分とは、今サイクルペアから導出された位置（即ち、今サイクルペアに対
応する物標候補の位置）と予測位置との差分であり、速度差分とは、今サイクルペアから
導出された速度（即ち、今サイクルペアに対応する物標候補の速度）と予測速度との差分
である。
【００７７】
　続いて、Ｓ７７０で導出した位置差分が追尾基準距離ＤＲより小さく、かつ速度差分が
予め規定された上限速度差ＤＶよりも小さいか否かを判定する（Ｓ７８０）。その判定の
結果、位置差分及び速度差分の両者が共に小さい場合にのみ（Ｓ７８０：ＹＥＳ）、組合
せペアを構成する周波数ピークのペアは履歴接続があるものとして、今サイクルペアの検
出カウンタのカウント値ＣＮＴｉを、前サイクルペアの検出カウンタのカウント値ＣＮＴ
ｉに１を加算した値へと更新する（Ｓ７９０）。
【００７８】
　そして、先のＳ７４０にて設定した全ての組合せペアについて、上述のＳ７５０～Ｓ７
９０のステップを実行したか否かを判定し（Ｓ８００）、未処理の組合せペアがあれば（
Ｓ８００：ＮＯ）、Ｓ７５０へと戻る。一方、全ての組合せペアについて処理が完了して
いれば（Ｓ８００：ＹＥＳ）、本履歴追尾処理を終了して、メイン処理のＳ２１０へと進
む。
【００７９】
　つまり、本実施形態の履歴追尾処理では、前サイクルペアとの履歴接続がある今サイク
ルペアには、対応する前サイクルペアの情報（検出カウンタのカウント値ＣＮＴｉ）が引
き継がれ、前サイクルペアとの履歴接続が無い今サイクルペアについては、検出カウンタ
のカウント値ＣＮＴｉが０に維持される。ただし、本実施形態の履歴追尾処理では、履歴
接続の可否を判定する際に用いる追尾基準距離ＤＲは、走行環境が開放空間であれば、開
放距離に設定され、走行環境が閉空間であれば、開放距離よりも短い閉塞距離に設定され
る。
〈物体認識処理の処理内容について〉
　次に、メイン処理のＳ２１０にて実行される物体認識処理は、起動されると、図７に示
すように、ペア登録された今サイクルペアの中から、１つの今サイクルペアを取り出す（
Ｓ９１０）。その取り出した今サイクルペアの検出カウンタのカウント値ＣＮＴｉが、予
め設定された認識閾値ＣＮＴＴＳＤ（本発明の規定回数に相当）以上であるか否かを判定
する（Ｓ９２０）。
【００８０】
　その判定の結果、検出カウンタのカウント値ＣＮＴｉが認識閾値ＣＮＴＴＳＤ以上であ
れば（Ｓ９２０：ＹＥＳ）、Ｓ９１０で取り出した今サイクルペアに対応する物標候補が
、移動物体（例えば、先行車両）であることを確定して、移動物体登録を実行する（Ｓ９
３０）。一方、検出カウンタのカウント値ＣＮＴｉが認識閾値ＣＮＴＴＳＤ未満であれば
（Ｓ９２０：ＮＯ）、Ｓ９３０を実行することなく、Ｓ９４０へと進む。そして、全ての
今サイクルペアについて、上述したＳ９１０～Ｓ９３０のステップを実行したか否かを判
定し（Ｓ９４０）、未処理の今サイクルペアがあれば（Ｓ９４０：ＮＯ）、Ｓ９１０へと
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戻る。
【００８１】
　一方、全ての今サイクルペアについて、Ｓ９１０～Ｓ９３０のステップが完了していれ
ば（Ｓ９４０：ＹＥＳ）、Ｓ９３０にて登録された移動物体の中から、２つの移動物体を
選択し、それらの選択された移動物体間の距離（以下、物体間距離と称す）、及びそれら
の選択された移動物体間の相対速度（以下、物体間相対速度）を導出する（Ｓ９５０）。
その物体間距離が、先のＳ７２０またはＳ７３０にて設定されたセグメント距離ＤＲＳよ
りも小さく、かつ物体間相対速度が予め規定された相対速度である規定相対速度ＤＲＶよ
りも小さいか否かを判定する（Ｓ９６０）。
【００８２】
　そのＳ９６０での判定の結果、物体間距離がセグメント距離ＤＲＳよりも小さく、かつ
物体間相対速度が規定相対速度ＤＲＶよりも小さければ（Ｓ９６０：ＹＥＳ）、その物体
間距離及び物体間相対速度を導出した際の２つの移動物体が、１つの移動物体であるもの
として、両移動物体に対応する移動物体登録を修正する（Ｓ９７０）。一方、Ｓ９６０で
の判定の結果、物体間距離がセグメント距離ＤＲＳ以上、または、物体間相対速度が規定
相対速度ＤＲＶ以上であれば（Ｓ９６０：ＮＯ）、その物体間距離を導出した際の２つの
移動物体は、それぞれ別の移動物体であるものと判断して、Ｓ９７０を実行することなく
、Ｓ９８０へと進む。
【００８３】
　そして、移動物体の全ての組合せについて、上述したＳ９５０～Ｓ９７０のステップを
実行したか否かを判定し（Ｓ９８０）、未処理の移動物体の組合せがあれば（Ｓ９８０：
ＮＯ）、Ｓ９５０へと戻る。一方、全ての移動物体の組合せについてＳ９５０～Ｓ９７０
のステップを実行していれば、本物体認識処理を終了して、メイン処理のＳ２２０へと進
む。
【００８４】
　つまり、本実施形態の物体認識処理では、認識閾値ＣＮＴＴＳＤ以上の履歴接続が確認
された周波数ピークのペアを移動物体として確定して登録し、さらに、登録された移動物
体の中に、複数（例えば、２つ）の移動物体で１つの移動物体を構成するものがあれば、
登録した移動物体を修正する。ただし、本実施形態の物体認識処理では、複数の移動物体
で１つの物体を構成しているか否かの判定を行う際のセグメント距離ＤＲＳは、走行環境
が開放空間であれば、開放距離に設定され、走行環境が閉空間であれば、開放距離よりも
短い閉塞距離に設定されている。
【００８５】
　次に、メイン処理のＳ２２０で実行される外挿補間は、前回の測定サイクルで登録され
た移動物体の中で、今回の測定サイクルに検出された周波数ピークのペアと履歴接続がな
いもののうち、履歴接続が途絶えてから予め規定された外挿期間内のものについては、周
波数ピークのペアの外挿を許可することにより、移動物体の登録を継続する。そして、外
挿期間が経過した後に、履歴接続が再開された周波数ピークのペアが検出されなければ、
その移動物体の登録を削除する。この外挿補間は、周知の処理であるため、これ以上の詳
しい説明は省略する。
〈ゴースト修正処理の処理内容について〉
　続いて、メイン処理のＳ２３０で実行されるゴースト修正処理について説明する。
【００８６】
　本実施形態のゴースト修正処理では、走行環境が閉空間であれば、登録された個々の移
動物体が虚像であるか否かを判定し、その判定の結果、移動物体が虚像であれば、その虚
像と判定された移動物体の位置を、対応する実像（即ち、真の移動物体）の位置へと修正
したり、その虚像を削除したりする。
【００８７】
　本実施形態のゴースト処理では、道路形状認識処理で認識した道路形状に基づく道路（
トンネル）が直線路であれば、例えば、図８に示すように、登録された移動物体の中で、
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道路形状認識処理で認識した道路端に基づく道路外に存在し、かつその道路端から、予め
定められた距離以上離れた位置（図中（Ｌ＋ＬWG，δ））に存在する移動物体Ａ'を、虚
像（ゴースト）と判定する。そして、虚像と判定された移動物体Ａ'の位置を、道路端を
対称軸として線対称となる位置（図中、移動物体Ａ（ｒ，δ）、ＬWG＝ＬWR）へと補正（
修正）する。
【００８８】
　本実施形態のゴースト処理では、道路形状認識処理で認識した道路形状に基づく道路（
トンネル）が曲線路であれば、例えば、図９に示すように、登録された移動物体の中で、
道路形状認識処理で認識した道路端に基づく道路外に存在し、かつその道路端から、予め
定められた距離以上離れた位置（図中（Ｌ＋ＬWG，δ））に存在する移動物体Ａ'を、虚
像（ゴースト）と判定する。そして、虚像と判定された移動物体Ａ'の位置を、該移動物
体Ａ'の位置と自車両の位置とを結ぶ直線と、道路端との交点を接点（図中、Ｂ（ａ，ｂ
））とした道路端の接線を対称軸として線対称となる位置（図中、移動物体Ａ（ｒ，δ）
、ＬWG＝ＬWR）へと補正（修正）する。
【００８９】
　また、本実施形態のゴースト処理では、例えば、図１０に示すように、登録された移動
物体の中で、道路形状認識処理で認識した道路端に重なる位置に存在する移動物体Ａ'を
、虚像（ゴースト）と判定する。そして、虚像と判定された移動物体Ａ'の位置を、道路
端から最も近い車線上の位置（図中、破線で描かれた円の位置）へと補正（修正）する。
【００９０】
　これら図８，９，１０に示すゴースト修正処理は、移動物体Ａ及び移動物体Ａ'の両方
が登録されているときに実行しても良いし、移動物体Ａ'のみが登録され、移動物体Ａが
登録されていないときに、実行しても良い。
【００９１】
　続いて、メイン処理のＳ２４０では、移動物体に関する物標情報を走行支援ＥＣＵ１０
に出力する。
　そして、その後、本メイン処理を終了し、次回の測定サイクルまで待機する。
［実施形態の効果］
　以上説明したように、レーダセンサ３０では、ビート信号を周波数解析することで導出
したパワースペクトルに基づくパワー積分値が規定時間以上継続して基準閾値以上であれ
ば、走行環境が閉空間であるものとして判定して、パワー積分値が所定時間以上継続して
基準閾値未満であれば、走行環境が開放空間であるものと判定している。これにより、レ
ーダセンサ３０によれば、走行環境が閉空間であるか否かを、該レーダ装置単体で精度良
く判定することができる。
【００９２】
　さらに、レーダセンサ３０では、接続基準距離、追尾基準距離ＤＲ、及びセグメント距
離ＤＲＳを、走行環境が開放空間であれば、開放空間距離、または開放距離に設定し、走
行環境が閉空間であれば、開放空間距離（または開放距離）よりも短い閉空間距離（閉塞
距離）に設定する。これにより、レーダセンサ３０によれば、複数回反射した反射波に基
づき物標候補として検出した虚像（即ち、実際には存在しないにも拘わらず、物標候補と
して検出されるゴースト）が、道路端や移動物体に含まれることを防止できる。
【００９３】
　また、レーダセンサ３０によれば、走行環境が開放空間であれば、接続基準距離、追尾
基準距離ＤＲ、及びセグメント距離ＤＲＳが、開放空間距離または開放距離に維持される
。このため、例えば、夜間の開放空間のように、低照度値かつ閉空間ではない道路環境下
を走行中であっても、道路端や移動物体の認識精度を、高照度値かつ開放空間である道路
環境下を走行中と同レベルに維持することができる。
【００９４】
　つまり、レーダセンサ３０によれば、自車両の走行環境が閉空間であるか否かをレーダ
装置単体で精度良く判定できると共に、照度が低い道路環境下における物標の認識精度が
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低下することを防止できる。
【００９５】
　さらに、レーダセンサ３０では、認識した移動物体が虚像であれば、その虚像の位置を
、対応する実像の位置へと修正している。このため、レーダセンサ３０によれば、認識し
た移動物体が虚像であったとしても、その移動物体の位置を、移動物体が本来存在すると
考えられる位置へと補正することができ、ひいては、移動物体の位置を、より正確に認識
することができる。
【００９６】
　これらの結果、走行支援制御システム１によれば、レーダセンサ３０にて認識した移動
物体に関する情報を用いて、車両の制御（例えば、プリクラッシュセーフティ制御や、オ
ートクルーズ制御）を実行する場合には、自車両がより安全に走行するように、それらの
制御を実行することができる。
［その他の実施形態］
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に限定されるもの
ではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において、様々な態様にて実施することが可能
である。
【００９７】
　例えば、上記実施形態では、走行環境に応じた接続基準距離の設定を、道路形状認識処
理（Ｓ５３０～Ｓ５５０）において実行していたが、この走行環境に応じた接続基準距離
の設定タイミングは、これに限るものではない。つまり、走行環境に応じた接続基準距離
の設定タイミングは、走行環境判定処理の終了直後であっても良いし、走行環境判定処理
内であっても良い。換言すれば、Ｓ５３０～Ｓ５５０のステップが、前者の場合、メイン
処理における走行環境判定処理の直後に実行されても良く、後者の場合、走行環境判定処
理のＳ３６０かつＳ４００以降に実行されても良い。
【００９８】
　また、上記実施形態では、走行環境に応じた追尾基準距離ＤＲ及びセグメント距離ＤＲ
Ｓの設定を、履歴追尾処理（Ｓ７１０～Ｓ７３０）において実行していたが、この走行環
境に応じた追尾基準距離ＤＲ及びセグメント距離ＤＲＳの設定タイミングは、これに限る
ものではない。例えば、走行環境に応じた追尾基準距離ＤＲ及びセグメント距離ＤＲＳの
設定タイミングは、走行環境判定処理の終了直後であっても良いし、走行環境判定処理内
であっても良い。
【００９９】
　なお、接続基準距離、追尾基準距離ＤＲ、及びセグメント距離ＤＲＳは、自車両の進行
方向に沿った距離と、自車両の車幅方向に沿った距離（以下、横距離）とを有していても
良い。この場合、接続基準距離として道路形状認識処理のＳ５５０で設定する閉空間距離
や、追尾基準距離ＤＲ及びセグメント距離ＤＲＳとして履歴追尾処理のＳ７３０で設定す
る閉塞距離は、少なくとも横距離であることが好ましい。
【０１００】
　また、上記実施形態のゴースト修正（Ｓ２３０）では、登録された移動物体の中で、道
路形状認識処理で認識した道路端に基づく道路外に存在し、かつその道路端からの距離Ｌ

WGが、道路端から道路内までの距離ＬWRに合致する移動物体Ａ'を虚像（ゴースト）と判
定していたが、移動物体が虚像であるか否かの判定方法は、これに限るものではなく、周
知の手法を用いて、登録された個々の移動物体が虚像であるか否かを判定しても良い。こ
の場合、虚像の位置を、対応する実像の位置へと修正する方法についても、周知の手法を
用いればよい。
［実施形態と特許請求の範囲との対応関係］
　最後に、上記実施形態の記載と、特許請求の範囲の記載との関係を説明する。
【０１０１】
　上記実施形態のメイン処理におけるＳ１１０～Ｓ１３０が、本発明の送受信手段に相当
し、Ｓ１４０が、本発明の周波数解析手段に相当し、Ｓ１５０～Ｓ１７０が、本発明の物
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標候補検出手段に相当し、Ｓ１９０（即ち、道路形状認識処理）が、本発明の道路形状認
識手段に相当し、Ｓ２００～Ｓ２２０（即ち、履歴追尾処理、物体認識処理、外挿補間）
が、本発明の物体認識手段に相当する。
【０１０２】
　そして、上記実施形態のメイン処理におけるＳ１８０（即ち、走行環境判定処理）が、
本発明の走行環境推定手段に相当し、道路形状認識処理におけるＳ５３０～Ｓ５５０、及
び履歴追尾処理におけるＳ７１０～Ｓ７３０が、本発明の基準距離補正手段に相当する。
【０１０３】
　さらに、物体認識処理におけるＳ９５０～Ｓ９８０が、本発明の移動物体確定手段に相
当し、履歴追尾処理におけるＳ７１０～Ｓ７３０が、本発明の距離短縮手段に相当し、メ
イン処理におけるＳ２３０が、本発明の虚像補正手段に相当する。
【符号の説明】
【０１０４】
１…走行支援制御システム　１０…走行支援ＥＣＵ　３０…レーダセンサ　３１…発振器
　３２…増幅器　３４…分配器　３６…送信アンテナ　４０…受信側アンテナ部　４１…
受信スイッチ　４２…増幅器　４３…ミキサ　４４…フィルタ　４５…Ａ／Ｄ変換器　４
６…信号処理部

【図１】 【図２】
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